別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　項：公衆衛生費　目：食品衛生指導費　　　
	事業名:  食品リスク管理向上対策事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

健康福祉部 生活衛生課 食品安全推進係/食品指導係　電話番号：058-272-1111（内2568/2564）

　E-mail：c11222@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額： 3,281千円（前年度予算額： 3,246千円）
	要求内容


	１　要求の内容


（１）食品表示適正化対策推進事業　2,038千円

○ 食品表示の適正化を図るために、食品表示の監視指導と事業者向け講習会を実施するほか、食品表示ウォッチャー研修会の内容の充実を図り、県民目線でのモニタリングを強化します。

1) 食品表示の監視指導（食品衛生法、ＪＡＳ法、米トレーサビリティ法）　
2) 食品表示総合講習会の開催
3) 食品表示ウォッチャー（１３０人）の配置と研修
（２） 自主衛生管理支援事業　1,243千円

○高度な衛生管理手法であるHACCPシステムの普及推進により、食品の安全性を確保します。

1) 飲食店を対象とした自主衛生管理の手引きの作成
2) HACCPシステムに基づいた専門的な助言指導、ATP測定データを活用した監視指導の実施

3) HACCP推進優良施設表彰の実施

	２　所要経費


（1） 食品表示適正化対策推進事業　2,038千円                                  　   
（2） 自主衛生管理支援事業　1,243千円  
	２月１日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度

予算額
	3,246
	0
	0
	　

1,243
	0
	0
	0
	0
	2,003

	要求額
	3,281
	0
	0
	1,243
	0
	0
	0
	0
	2,038

	２月1日時点
査定額
	3,281
	0
	0
	1,243
	0
	0
	0
	0
	2,038

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　　食品関係事業者がコンプライアンス意識を持って、自主的な衛生管理に取り組むとともに、食品の適正表示を行うことによって、食品の安全性を確保します。



（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	食品表示合同立入検査実施回数
	不明
（H  ）
	697回
（H21）
	994回
（H22）
	769回
（H23）
	500回
（H25）
	153.8％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成23年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
(１) 食品表示の適正化　
1) 食品表示の監視指導　
2) 食品表示総合講習会の開催（２回）
3) 食品表示ウォッチャー（１３０人）の配置と研修
(２) 広域流通食品製造施設の自主衛生管理の推進
・自主衛生管理推進研修会　２回



（平成23年度の成果）

	・平成23年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　　各種の事業施策により、事業者に対する表示制度の周知、コンプライアンス意識の向上を図り、適正表示を推進しました。また、高度な管理手法を取り入れた自主衛生管理を推進し、食品の安全確保に寄与しました。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	全国的に偽装表示事件が後を絶たない中、県民が安心して食品を選択するためには、食品表示の適正化が不可欠です。また、事業者自身のコンプライアンス意識の向上、自主衛生管理の推進は、食品の安全性確保の面で最も重要な要素です。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　食品取扱施設に対する関係機関の合同監視において、23年度は延べ769件の不適正表示を発見し、改善指導を行うことにより表示の適正化を図ることができました。また、事業者の食品表示や衛生管理に対する理解促進、コンプライアンス意識の向上を図る上で、食品表示総合講習会や自主衛生管理推進研修会は重要な役割を果たしています。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	食品表示は関連法令が多岐にわたり内容も複雑であるため、食品表示を所管する各関係機関による合同監視の実施、食品表示適正化強化月間の設定など効率的な監視指導を実施しています。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　効果的な指導を実施するためには、取り扱う食品の種類や業種、施設の規模などに応じたきめ細かな指導を行っていく必要があります。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　引き続き制度周知、コンプライアンス意識の向上を図り適正表示を徹底する必要があります。

　自主的な衛生管理推進については、平成25年度は、最も施設数が多く県民の利用する機会も多い飲食店の自主衛生管理を支援するため、自主衛生管理の手引きを作成・配布します。



